
特に、 発達障害は、 医療的なケアというよりは、 発達障害をいろいろな 地域の人たちが 受け入れ、 そ 

して発達障害を 持っ方々の障害の 特性に応じていろいろな 日常生活のサポートをするということが 大 

事であ りますので、 医師のみならず、 心理系、 福祉系、 教育系、 さまざまな専門家の 養成が必要ですし・ 

それとあ わせて一般の 地域住民の理解ということが 不可欠だろうと 思います。 

この法案を契機に 、 いろいろな角度で 努力をしていきたいと 思っております。 

0 市村委員 次に、 特別支援教育についてちょっとお 聞きしたいと 思います。 

これは、 文科省の皆さんへの 質問なんですが、 ここ数年、 文科省の方で、 主に発達障害を 対象にした 

特別支援教育のモデル 事業を進めているとお 聞きしています。 その文科省の 進めてきた特別支援教育で 

は 、 発達障害者に 対してどのような 対応をとってきたのでしょうか。 例えば、 教育現場における 発達障 

害関係の研修機会をふやす 予定はあ りますでしょうか。 よろしくお願いします。 

0 山中政府参考人 お 答え申し上げます。 

発達障害のあ る子供さんたちへの 教育につきましては、 かなり高度、 かつ、 あ るいは専門的な 知識、 

経験というものが 先生方にも求められるというふうに 思っております。 

そういう意味で、 例えば、 国立特殊教育総合研究所でございますけれども、 ここで、 発達障害の子供 

たちへの対応に 指導的な役割を 果たします先生方、 こうい う 先生方に対する 研修でございますとか、 あ 

るいは、 それぞれ個別の 学校で、 保護者を含めました 関係者の方々、 あ るいは学校の 外の専門家の 方、 

そういう方と 連絡調整をしていただけるような、 特別支援教育コーディネーターというふうに 呼んでお 

りますけれども、 こういう方の 養成ということも 行っているところでございます。 

また、 各都道府県におきましても、 こ う いう方がまた 都道府県に戻りまして、 それぞれの県での 実情 

に 応じました研修の 充実といったものも 図っているというところでございます。 

0 市村委員 今、 特別支援教育のことを 申し上げましたが、 このたびの発達障害者支援法案の 中に出て 

きます発達障害者支援センターと 特別支援教育センターとの 連携というのはどうなって い くのか、 これ 

については文科 省 、 厚生労働省、 それぞれからお 答えいただきたいと 思います。 

0 山中政府参考人 今現在、 文部科学舎で 特別支援教育推進モデル 事業というものを 行っておりますけ 

れども、 この中で、 特別支援連携協議会というものを 設けまして、 教育界だけでなく、 学校，教育委員 

会 だけでなくて、 いろいろな福祉、 労働等の関係の 機関とも連携しながら、 しっかりとした 支援をして 

い こうということで 取り組んでいるところでございます。 その場合、 当然・発達障害者支援センターと 

いうようなものもその 連携する先として 含まれてくるというふうに 考えております。 

実際には、 現在全国で十九カ 所でございますか、 発達障害支援センターがございますけれども、 この 

モデル事業の 中でも、 特別支援連携協議会の 中にそのセンタ 一の方が加わっていただいている 事例、 あ 

るいはセンターとこの 協議会が連携いたしまして 研修を実施している 事例というところもあ るところ 

でございます。 

今後とも、 福祉、 労働等の関係の 機関と連携しながら、 この協議会もしっかりと 御 支援をしてまいり 

たいというふうに 考えております。 

0 塩田政府参考人 発達障害者支援センター は これから大きな 役割を果たすと 思っておりますが、 現在 

全国で十九カ 所であ りますので、 これをまず全国、 全都道府県、 全政令指定都市にふやすということが 

前提となりますが、 文科 省 サイドの教育センター と 発達障害者支援センタ 一の連携が必要です。 来年度 

予算で、 両者も加わった、 福祉と教育サイドが 垣根を取り払った 協議会をつくって 支援をするような 仕 



組みを考えているところでございます。 

今後とも、 教育と福祉の 垣根を取り払うということが 大事ですし、 この法案がその 契機になると 考え 

ているところでございます。 

0 市村委員 あ りがと う ございます。 

次に、 支援体制についてお 伺いしたりと 思います。 

発達障害者の 発達支援に当たっては、 早期発見、 早期対応が重要と 言われています。 学校での対応は 

特別支援教育の 導入などもあ って少しずつではあ っても対応が 進みつつあ るようであ りますけれども・ 

例えば就学双、 保育園や幼稚園の 対応はまだまだとお 聞きしておりますが、 まず，保育園では、 この 法 

律 制定を受けて 次年度以降どのような 対応を行 う のか教えてください。 

0 仁藤政府参考人 障害のあ る子供に対する 保育についてでございますが、 これまでも保育所の 保育 指 

針 というのを定めて、 一人一人の子供の 発達や障害の 状態を把握して 保育する、 こういうことを 基本に 

しておりまして、 障害児保育もできるだけ 幅広く取り入れるようにということで 進めてきております。 

それから、 障害児の保育に 関する保育士さんなどの 研修を充実する、 こういうことも 取り組んでおり 

ますし、 それから、 軽度のものも 含めて、 障害児を一定数受け 入れた場合に、 その保育所に 助成措置を 

講じる、 こういう施策も 講じているところでございますので、 こういった施策を 来年度以降も 引き続き 

充実をさせ、 それから、 新たに・発達障害児、 こういう概念も 出てまいりますので、 こういったものに 

きめ細かく取り 組めるよ う に努力していきたいと 思っております。 

0 市村委員 あ りがと う ございます。 

それでは、 幼稚園の方では、 この法律制定を 受けて次年度以降どのような 対応を行 うか、 よろしくお 

願いします。 

0 山中政府参考人 お 答え申し上げます。 

幼稚園でございますけれども、 幼稚園におきましても・ 発達障害を含めました 障害のあ る子供たちの 

受け入れということ、 あ るいは指導の 充実ということを 図ってきたところでございますけれども、 平成 

十五年から、 幼稚園における 障害のあ る幼児の受け 入れや指導に 関する調査研究というものを 市町村の 

教育委員会に 委暗して実施しているというところでございますし、 また、 来年度の概算要求でございま 

すけれども、 幼稚園それから 高等学校等も 含めまして、 一貫した障害を 持つ子供たちへの 支援体制を構 

築 するというために、 特別支援教育体制推進事業というものを 四十七都道府県で 行いたいというふうに 

思 、 っているところでございます。 

0 市村委員 あ りがと う ございます。 

次に、 早期診断についてちょっと 御 質問したいと 思いますが・ 早期診断の重要性は 言うまでもないと 

いうことであ ります。 

ただ、 正確な診断を 行 える 専門家が少ないという 現状において、 いたずらに診断を 下すことに よ りま 

して混乱が生じる 可能性もあ ると思われまして、 例えば母子保健法に 基づく健康診査での 早期発見が規 

定されておりますけれども、 実際に診断を 行 う 医師や保健 郎 が正確な診断を 行 えるよう にするためには 

どのような支援を 行うのか、 これについてもよろしくお 願いします。 

0 仁藤政府参考人 現場でこの発達障害児の 支援に当たる 医師や保健郎、 こ う いった者の専門知識の 普 

及 というのは大変重要なことであ りますので、 従来から保健郎等による 保健指導、 こ う いったものの 充 



実を図るためにいろいろなマニュアルをつくって 自治体に配付をしております。 それから、 来年度の概 

算要求におきましても、 自治体の保健郎等を 対象とした研修を 実施するということで 要求をしておると 

ころであ ります。 

それから、 いろいろな各種研究でございますが、 今年度内に私ども 検討会を立ち 上げて、 先ほど 来 議 

論があ りますが、 小児科とか児童精神科の 領域のこういった 医師の確保についての 検討を姑ぬたいと 思 
っておりますし、 来年度の科学研究費の 中におきましても、 こういった子供の 問題に対応できる 専門 E 

の 確保、 育成のあ り方、 こういったものの 研究をしていきたいというふうに 考えております。 

0 市村委員 同様に、 厚生省さんへの 質問なんですが、 就学時の健康診断を 行う医師等が 正確な診断を 

行えるようにするためにはどのような 支援を行うのか、 お願いいたします。 

0 尾山政府参考人 文部科学舎でございます。 

発達障害にっきましては、 あ る程度の期間の 観察が必要と 考えられますので、 一回の検査で 十分に判 

断することは 困難であ ること、 また、 現在各市町村において 専門家の確保に 困難を伴 う 場合があ ると 考 

えられること 等の理由から、 現時点におきましては、 就学時の健康診断だけでは 十分に発見することは 

困難であ ると考えております。 

しかしながら、 今後、 発達障害の早期発見という 観点からは、 入学後の学校生活における 観察等を通 

じ てだけでなく、 就学時健康診断に 当たりましても、 できる限り正確な 診断、 発達障害の早期発見に 努 

めていただくことが 重要であ ると認識しております。 

このため、 文部科学舎といたしましても、 現在、 学校・地域保健連携推進事業というものを 進めてお 

りますが、 これは学校と 地域保健が連携し、 健康相談活動について 円滑な運営ができるよう 専門医を学 

校へ派遣している 事業でございますけれども、 こ う いった事業を 通じまして学校が 精神科医や小児科医 

などの地域医療の 専門家に相談し 指導を得られるような 体制を整備することでございますとか、 あ るい 

は 、 発達障害児の 教育支援を行 う 体制を整備するため 策定しましたガイドラインの 試案にっきまして、 

都道府県教育委員会等の 御意見等を踏まえて 必要な見直しを 行いまして、 都道府県教育委員会等にお 示 

しすることなどにより 支援してまいりたいと 考えておるところでございます。 

0 市村委員 厚生省さんからはないということで、 まあ 、 今のでよしとします。 

次に、 権 利擁護について 御 質問したいと 思います。 

例えば、 発達障害に熟達した 専門家の適切な 診断と配置が 行われなければ、 発達障害者の 中でも攻撃 

性の強い児童生徒などに 対して，本人の 発達を促すという 名目で、 親の意思や本人の 意向を無視して、 

薬の投与など 治療の強制を 行う可能性があ るのではないかという 不安があ るとも聞いています。 

そうした場合を 含めて、 第十二条にもあ ります権 利擁護が非常に 重要になってきますけれども、 具体 

的に就学期の 児童生徒に対してはどのように 権 利擁護を行うことを 想定しているのかということで、 文 

部科学省の方からお 願いいたします。 

0 山中政府参考人 お 答え申し上げます。 

薬の投与等のところはまた 医療的な行為ということになろうかと 思いますけれども、 学校現場におき 

まして、 今回の法律の 対象になりますような 発達障害のあ る子供さん方、 この教育を行うという 上では、 

この法律にございますように、 権 利擁護といったものに 十分配慮して 支援を行っていくということが 必 

要 になるというふうに 考えております。 

発達障害を持っ 子供の指導にっきましても、 保護者の理解・ 協力、 これが不可欠でございますので、 

非常に重要でございますので、 指導に捺しましては、 保護者とも、 よく説明し・あ るいは理解を 得なが 



ら 、 協力しながら 進めていくということが 必要になってくるというふうに 考えております。 

こういうふうな 観点から、 文部科学 省 におきましては、 小中学校の体制整備ということで、 ガイドラ 

イン、 試案でございますけれども、 これを作成いたしまして、 すべての教育委員会あ るいは小中学校に 

配付しておりますし、 また、 先ほど申し上げましたような 研修というものを 通じまして、 発達障害に関 

します教育に 換わる者の理解、 これを深めていくということをしっかりと 進めてまいりたいと 考えてお 

ります。 

0 市村委員 現代、 いろいろ薬が 大変進歩してきまして、 いろいろな形で、 この状況にはこうした 薬を 

fT て ぱいいということがだんだんわかってきている 昨今であ りますけれども、 やはり、 だからといって・ 

では、 騒げば薬を打てぱいい、 攻撃性が強いから 薬を打てぱいい、 こういうことではないということで 

ございますので、 その辺はきちっと 踏んまえていただいて 対処していただかなきゃならないと 思います 

ので、 そこをぜひとも 強調しておきたいと 思います。 

それから、 就労支援にっきまして 質問させていただきたいと 思いますが、 やはり、 何といいましても、 

発達障害者の 皆さんにとってみれば、 周りの理解を 深めるという 意味でも就労支援が 非常に重要だろう 

と 思います。 

発達障害を持つと 思われる方々は、 適切な教育を 行われれ ば 働くことができ、 しかも納税者になるこ 

とができると 期待されております。 その意味で、 発達障害者支援センタ 一ではどのような 体制で就労支 

援を行 う んでしょうか。 よろしくお願いします。 

0 塩田政府参き 人 発達障害者支援センタ 一では，心理療法を 担当する職員、 それから相談支援を 担当 

する職員のほか、 就労支援を担当する 専門職員を配置することとされているところでございます。 その 

就労の担当の 職員というのは、 授産施設などで 障害者の就労問題の 経験があ る方が配置されるものと 考 

えております。 

実際の仕事としては、 障害を持っ方が 職業生活を送る 上でのいろいろなルールをマスターしなければ 

いけませんので、 そういうルールをマスターするための 支援であ りますとか、 あ るいは、 企業に出てい 

って企業の理解を 得るべき努力、 企業の方が障害を 理解してもらえれ ば 、 御 指摘があ ったように、 発達 

障害を持つ方もちゃんと 働くことができるわけでございます。 

それから、 後ほどまた 御 答弁があ ると思いますが、 八口一ワークとかいろいろなさまざまな 地域の機 

関との連携とか、 そ う いったことを 発達障害者支援センタ 一の職員は行 う ことが期待されていると 考え 

ております。 

0 市村委員 その今の発達障害者支援センタ 一では、 例えばジョブコーチ 制度の導入などはきえていな 

いんでしょうか。 

0 金子政府参考人 ジョブコーチの 関係についてのお 尋ねでございますが、 私ども、 今、 ジョブコーチ 

制度ということで、 障害者職業センターというところにジョブコーチを 配置するほかに、 協力型ジョブ 

コーテ制度というのがあ りまして、 これは地域の 社会福祉法人等にお 願いをしております。 現に、 今ご 

ざいます自閉症・ 発達障害支援センタ 一におきましても、 協力機関型のジョブコーチということで、 幾 

つかのところで 配置をお願いしているところでございます。 取り組んでいただいているところでござい 

ます。 

この法律によります 発達障害者支援センタ 一につきましても・こうした 形でのジョブコーチ 制度の利 

用を進めていただけるように 対応を図っていきたいというように 考えております。 




